
＜１．雇用・人材育成＞

（１）新卒者・若年者支援の強化

○「新卒者就活応援プログラム（仮称）」の実施等

・沖縄新規学卒者緊急就職支援事業 1.0 億円

（３）雇用創造・人材育成

○「新しい公共」の自立的な発展の促進のための環境整備 87.5 億円

＜２．新成長戦略の推進・加速＞

（１）グリーン・イノベーションの推進　～環境・エネルギー大国戦略～

○レアアース等天然資源確保の推進

・沖縄天然ガス資源緊急開発調査事業 4.0 億円

（３）アジア経済戦略の推進

○アジア拠点化、ＥＰＡの円滑な実施等の推進

・沖縄臨空型物流ハブ活用那覇自貿緊急基盤整備事業 4.4 億円

＜３．子育て、医療・介護・福祉等の強化による安心の確保＞

（４）福祉等

○自殺・うつ病、ＤＶ被害者支援対策の推進

・ＤＶ被害者支援緊急対策事業 10.4 億円

平成２２年度 内閣府本府第一次補正予算（案）の概要

円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策

国民の積極的な「公」への参加による、公的サービスの無駄のない供給に向け、ＮＰ
Ｏ等が自ら資金調達し、自立的に活動することが可能となるよう、環境整備を進める。

～新成長戦略実現に向けたステップ２～

就職の決まっていない大学４年生、短大２年生、高校３年生等を対象に、ビジネスマ
ナー講習、コミュニケーション研修、面接対策等を実施。

沖縄本島中南部、宮古島において天然ガス資源開発調査を実施。

国際物流拠点形成のため、那覇空港及び那覇港に近接する自由貿易地域那覇地
区の施設整備を実施。

配偶者暴力等被害者への24時間電話相談事業を緊急かつ集中的に実施。
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＜４．地域活性化、社会資本整備、中小企業対策等＞

（１）地域活性化

○耐震化等による安心・安全な居住・生活環境の整備

・沖縄における安全・安心な教育環境確保のための耐震化促進事業等 11.4 億円

・漁港、漁村の防災対策等 5.4 億円

○地デジ放送、デジタル・コンテンツ利用の推進

・沖縄南北大東地区ブロードバンド環境緊急整備事業 1.7 億円

○国民の「食」を守る農林水産業への緊急支援

・農業の生産基盤の強化 10.0 億円

・製糖施設緊急整備対策事業 13.8 億円

○魅力ある観光地づくりの推進と国内旅行の活性化

・沖縄観光力強化緊急対策事業 1.7 億円

○地域の目線に立った支援の拡充

・地域活性化交付金の創設 3,500.0 億円
 観光地における電線地中化等、地域の活性化ニーズに応じて、きめ細かな事業を
実施できるよう支援を行う（きめ細かな交付金　２，５００億円）。
これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかっ
た分野に対する地方の取組を支援する（住民生活に光をそそぐ交付金　１，０００億
円）。

老朽化が進んでいる沖縄の製糖施設について、製造コストの低減、品質の向上、衛
生管理施設等の施設整備を図る。

児童生徒等の生命・身体の安全を確保するため、学校施設の耐震化や地震等の災
害時においても必要な水道水を供給するため水道管路の耐震化を促進。

沖縄における漁港や漁村の安全・防災対策、安全・安心な水産物供給のための岸壁
整備等を実施。

沖縄県における市場の拡大や需要確保を図るため、沖縄への観光客誘致活動及び
交通機関施設の外国語表示等の受入環境整備を促進。

南北大東地区における光ファイバー等の整備による情報通信基盤の高度化。

沖縄における畑地かんがいの促進を支援する生産基盤の整備を推進。
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（２）社会資本整備

○地域経済の元気復活に資するインフラ整備

・社会資本整備総合交付金の追加等 87.7 億円

○地方公共団体によるきめ細かなインフラ整備等の支援

・地域活性化交付金の創設（再掲） （ 3,500.0 億円）

（３）中小企業対策

○新規の事業活動への支援

・沖縄特別自由貿易地域における企業誘致促進電力緊急基盤整備事業 6.7 億円

   合　   　 計 3,745.7 億円

特別自由貿易地域において、企業誘致促進のための特別高圧（22ｋＶ）の電力供給
設備を構築。

沖縄における地域の創意工夫を活かした社会資本の総合的な整備を推進する社会
資本整備総合交付金の追加等。
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